
セグメント別事業概況
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A t  a  G l a n c e

「GG Plan」では、各セグメントにおけるコアビジネス及びその周辺分野で優良資産を積み増し、収益基盤の拡大を推

進していきます。これにより、当社の特長であるバランスの取れた事業ポートフォリオをさらに強化していきます。

これを実現する営業部門について、当社の強みを活かし、総合力の発揮による顧客サービス・提供機能の更なる向上と

収益基盤の一層の強化・拡充を図るべく、2007年4月に、従来の9事業部門体制から8事業部門体制へ再編しました。

金属

戦略分野
･スチールサービスセンター
･鋼管SCM
･アルミ地金
･自動車部品事業
･工具鋼加工・流通業
･国内ステンレス加工・
流通事業
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輸送機・建機

戦略分野
･自動車バリューチェーン
･建機バリューチェーン
･船舶バリューチェーン
･航空機・輸送機リース
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インフラ

戦略分野
･電力事業（IPP／IWPP）
･電力・プラントEPC
･通信事業
･環境・省エネ
･産業インフラ
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メディア・ライフスタイル

戦略分野
･ケーブルテレビ事業
･放送・映画事業
･通信・移動体事業
･ネットビジネス
･ITソリューション事業
･食品スーパー事業
･ドラッグストア事業
･ブランド事業
･ダイレクトマーケティング
事業
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基礎収益=（売上総利益－販売及び一般管理費－利息収支＋受取配当金）×（1－税率）＋持分法損益〈税率は2003年度42％、2004年度以降は41％〉

14% 輸送機・建機

7% インフラ

8% メディア・ライフスタイル

3% 化学品・エレクトロニクス資源・エネルギー 11%

生活産業・建設不動産　9%

金融・物流　3%

国内ブロック・支店 4%

海外現地法人・海外支店 24%

その他 3% 14% 金属

2006年度

基礎収益

2,029億円
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メディア・ライフスタイル

インフラ

化学品・エレクトロニクス

生活産業・建設不動産

資源・エネルギー

輸送機・建機

金属

営業部門の機構改正（2007年4月1日）
旧組織 新組織

金融・物流

情報産業
･メディア事業本部
･ネットワーク事業本部
･エレクトロニクス本部

機電

化学品

生活産業
･食料事業本部
･ライフスタイル・リテイル事業本部

生活資材・建設不動産

資源・エネルギー

輸送機・建機

金属

金融・物流

化学品・エレクトロニクス

戦略分野
･合成樹脂
･有機化学品
･排出権
･無機化学品系原料
･電子材料ケミカル・電池材料
等の先端技術
･EMS事業
･高付加価値電子材事業
･医薬・医療
･農薬
･ペットケア事業0
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資源・エネルギー

戦略分野
･銅・金
･石炭
･石油・ガス
･LNG
･亜鉛・銀
･ニッケル
･ウラン
･鉄鉱石
･炭素
･バイオ燃料
･クリーンエネルギー

生活産業・建設不動産

戦略分野
･生鮮食品
･肥料
･タイヤ
･木材建材
･生コン
･紙パルプ
･オフィスビル・商業施設賃貸
事業
･マンション分譲事業
･不動産再開発事業
･不動産ファンドビジネス0
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金融・物流

戦略分野
･アセットマネジメントビジネス
･コモディティビジネス
･直接投資ビジネス
･高付加価値物流ネットワーク
･海外工業団地
･保険ビジネス
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鉄鋼・アルミ業界では、国内外ともに堅調な需要が見込

まれます。とりわけ、原油・ガス価格の高値推移を背景に、

鋼管などエネルギー関連分野の需要は概ね堅調に推移し

ています。また、中国やアセアンなどの自動車・家電産業

の成長を背景に、日本からの高級鋼材の輸出は高水準で

推移する見通しです。一方で、汎用品を中心とした中国の

鉄鋼需給の動向、原料価格やエネルギー価格の動向など

には注意を要します。

GG Planでは、金属製品のトレードやSCMに加えて加

工・製造分野も強化し、高機能ソリューションプロバイダー

としてバリューチェーンをさらに拡充しつつ、持続的成長

に向けて、更なるグループ経営の質の向上を目指します。

特に、高水準の需要が期待されるエネルギーや自動車

関連分野に経営資源を投入し、引き続きリスクアセットを

積み増します。鋼管分野では、現在10カ国11カ所で展開

する鋼管SCMのバリューチェーンをさらに強化します。

鋼材分野では、商社業界トップクラスの加工能力を有す

るスチールサービスセンター事業の拡大を図るとともに、

自動車部品製造事業の展開も推進していきます。また、国

内ステンレス鋼板の加工流通事業や工具鋼サービスセン

ターを強化します。

非鉄金属製品では、アルミ事業のバリューチェーン拡大

を目指します。特に、アルミ地金の権益取得を目指し、ア

ルミ地金のトレードの強化、さらに川中分野である製品取

引への拡大を図ります。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを290億

円積み増して1,490億円とし、GG Plan期間平均のリス

ク・リターンは19.8%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

金属

ソリューションプロバイダーとして幅広いバリューチェーンを展開

当事業部門は、鋼材・鋼管等の鉄鋼製品をはじめ、非鉄金属のアルミ・チタン

等あらゆる金属製品を取り扱い、国内外において、顧客のニーズに対応した独

自のサービス機能を発揮しながら、それぞれのバリューチェーンの展開を図って

います。薄板分野では、内外のスチールサービスセンター網を通じて、自動車･

家電メーカー向けを中心に加工・在庫を含むSCM（サプライ・チェーン・マネジ

メント）サービスを提供しています。鋼管分野では、石油･ガス会社向けの油井

管について、独自のSCMシステム「TIMS＊」を駆使し、トータル･サービス・プロ

バイダーとして世界的なネットワークを構築しています。

＊TIMS：Tubular Information Management System
大久保　憲三
金属事業部門長
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AG Plan期間中は、積極的なリスクアセットの積み増し

を通じて収益基盤を着実に拡大しました。

鋼材分野では、国内外でスチールサービスセンター網の

拡充を図りました。国内では、日本最大規模のスチールサー

ビスセンターを保有する谷本鐵鋼（株）を買収したほか、

（株）神戸製鋼所と共同でKSサミットスチール（株）を設立

しました。海外では、アラブ首長国連邦のドバイ、ベトナム

のダナン、中国の大連・南京で新たにスチールサービスセ

ンターを設立しました。このほか、国内では薄板建材部品

メーカーの双福鋼器（株）を買収しました。

鋼管分野では、ロシアの石油・天然ガス開発プロジェク

ト「サハリンⅡ」向けの油井管で、オイルメジャーのRoyal

Dutch Shell plcの子会社とSCMサービスを含む5年間に

わたる長期供給契約を締結しました。また、カタールにあ

る世界最大級のLNGプラントに供給する海底ガスパイプ

ラインで使用される大径溶接鋼管を大量受注しました。

アルミ分野では、昭和電工（株）との間で、アルミニウム

合金の製造事業を統合し、サミット昭和アルミ（株）を設立

しました。この結果、生産拠点は全国4カ所となり、国内

有数の生産規模となりました。

ステンレス分野では、米国のステンレス製品卸売事業の

再編･統合を進めました。2005年9月に兼松USA（株）から

北米最大手のステンレス卸売であるKG Specialty Steel,

Inc.を譲り受け、2006年4月には当社全額出資の子会社と

統合し、Summit Stainless Steel, LLCとして新たなスター

トをきりました。

このほか、自動車部品等の新規需要を取り込むため、中

国では上海に加え、佛山（広東省）及び大連で金型用工具

鋼の加工・販売拠点を立ち上げたほか、ポーランドでは、自

動車の駆動・エンジン部品に使用される鍛造品の製造・販

売会社を設立・稼働しました。

AG Planにおける実績

昭和電工の子会社と統合したサミット昭和アルミは、千葉・茨城・愛知・滋賀の4カ
所でアルミニウム合金の製造事業を展開しています。アルミニウム合金は、主に

鋳物・ダイカスト品として自動車部品や建築材料、電気製品等幅広い分野で使用

されており、今後も需要の拡大が期待されます。

Royal Dutch Shellが参画するロシアのサハリンII石油・天然ガス開発プロジェク
ト向けに、同社の子会社と、SCMサービスを含む油井管の長期供給契約を締結
しました。現地のサハリン島ホルムスクに、在庫ヤードを設置し、在庫管理やプ

ロジェクト現場へ配送などのサービスを提供しています。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 420 499 654 776 780

持分法損益 6 33 41 74 —

当期純利益 76 133 189 263 240

基礎収益 79 140 212 285 —

総資産 3,904 4,726 6,628 7,992 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 1,200 1,490

リスク・リターン（2年平均） 22.4% 19.8%
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建設機械分野は活発な天然資源開発、世界的なインフラ

投資を背景に主力市場である日米欧に加え、中国、ロシア

等の新興工業地域での需要の拡大が見込まれます。船舶

分野でも、アジア各国の経済成長や好調な海運市況を背景

に新造船の需要が堅調に推移しています。一方、自動車金

融事業、航空業界では競争が激化してきています。

当事業部門は、GG Planの基本方針を「安定した成長を

可能にする、しぶとい事業部門」とし、継続的に事業の絞

込みと入替で質を徹底的に改善させるとともに、新規ビ

ジネスへの挑戦を持続させていきます。

自動車の川下分野（小売・金融）では、2007年10月に住

商オートリース（株）と三井住友銀オートリース（株）とが

合併し、本邦ナンバーワンのオートリース事業の確立を目

指すことになりました。さらに、「リース・ファイナンス・

マネジメントチーム」を発足させ、自動車を中心とした金

融事業の管理強化、戦略的M&A・事業売却によるバリュー

実現を集中的にサポートする体制を整えました。一方、川

上分野では、自動車部品製造事業をコアの戦略分野と位

置づけています。鋳造部品製造の連結子会社（株）キリウ

を軸に海外展開を進めるとともに、2006年12月に出資し

た富士和機械工業（昆山）有限公司を通じ、中国での部品

製造事業も拡充していきます。

自社船及び鉄道車輌リース事業では、収益基盤の更な

る拡大を図ります。建機事業では、川下分野の地域密着型

事業に経営資源を集中し、周辺事業として農業機械関連の

新規ビジネス獲得に挑戦します。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを300億

円積み増して1,900億円とし、GG Plan期間平均のリス

ク・リターンは17.7%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

輸送機・建機

安定した成長を可能にする、川中から川上、川下への展開

当事業部門は、自動車、船舶、航空機、鉄道などの輸送機、及び建設機械に

ついて川中から川下、川上分野へと事業を展開しています。自動車事業では、

自動車の部品製造から流通・小売、金融サービスにわたるバリューチェーンをグ

ローバルに展開しています。船舶事業では、商社で唯一製造メーカーである（株）

大島造船所に出資しており、自社船事業も展開しています。また、建設機械事

業では、商社トップの取扱高と幅広い地域での事業展開に優位性のある企業グ

ループとなっています。そのほか、リース事業や航空宇宙関連の事業投資を行う

航空機事業、鉄道プロジェクト及び車輌輸出に強みのある鉄道車輌事業を擁し

ています。
大森　一夫
輸送機・建機事業部門長
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AG Plan期間中は、まず、自動車における川下分野を拡

充しました。住商オートリースは三井住友銀オートリース

との合併により、リース車輌管理台数が50万台（2007年3

月末時点）となる予定であり、業界トップを目指す体制が

整いました。

中国でも、過去20年以上にわたり取引実績を持つ総合

製鉄会社である上海宝鋼集団傘下の自動車小売会社に出

資し、中国国内での共同事業をスタートしました。さらに、

インドネシアでは、自動二輪車の需要増加に伴い、自動二

輪のファイナンスを行う連結子会社P.T. Summit Oto

Financeの業容が拡大しています。

鉄道車輌事業では、当社・日本車輌連合がヴァージニア

鉄道公社向けに2階建客車50輌を追加受注したほか、北イ

ンディアナ旅客輸送公社向けにも、新たに2階建電車14輌

を受注しました。

船舶事業では、自社船保有隻数を増やすとともに、従来

のばら積み船に自動車専用船を追加するなど、長期保有

船ビジネスを強化しています。加えて、（株）商船三井・エル

エヌジージャパン（株）との合弁会社を通じて、ルクセンブ

ルクのLNGトレード会社と新造LNG船の長期定期傭船契

約を新たに獲得し、LNG船事業に参入することができま

した。新造船受注についても、2006年度は過去最高水準

を達成することができました。

航空機リース事業では、保有航空機の入替を促進する

とともに、事業領域を航空機だけでなく、エンジン、部品、

ウェットリース＊に拡大しており、商社で初めて民間航空

機用エンジンリースビジネスに参入しました。

建機事業では、コマツ製品のフィンランド、バルト3国、

ポーランドにおいて代理店を買収するなど、事業基盤の強

化・拡大に取り組みました。

＊乗員と航空機材をパッケージにしたリース

AG Planにおける実績

当社は従来の航空機リースに加え、乗員や機材を含むリース、いわゆるウェット

リースの斡旋事業も手がけています。米国ABX Air, Incより日本における代理店
権を取得し、2007年3月に全日本空輸（株）向けに国内で初めてウェットリース契
約を締結しました。

当社が2007年1月に出資した上海宝鋼集団傘下の自動車ディーラー。中国で初め
て国有企業と外資によるマルチディーラー合弁事業を開始しました。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 986 1,133 1,275 1,346 1,510

持分法損益 29 38 40 50 —

当期純利益 96 135 198 267 350

基礎収益 148 206 241 290 —

総資産 7,930 8,715 10,370 11,407 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 1,600 1,900

リスク・リターン（2年平均） 16.8% 17.7%
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強みのあるコアビジネスの徹底強化や新たなコアビジ

ネスの育成などにより、「収益基盤の質の向上と拡大の両

立」を推し進めていきます。

電力分野では、新興国や発展途上国を中心に経済成長

に伴う旺盛な電力需要があり、その需要を効率的に賄うた

め、各国で民活方式による設備の増強が加速しています。

カントリーリスクやEPCの施工リスクには注意を要する

ものの、事業環境は良好です。従って、コアビジネスである

IPP＊1/IWPP＊2、EPCを徹底強化していきます。IPP/IWPP

案件は、アジア、中東、米国を中心に、2010年までに保有

発電量を6,300MWに拡大することを目指します。電力・

プラントEPC案件は、アジア、中東を中心に継続受注を目

指します。

通信事業と水事業には経営資源を投入し、電力分野に続

くコアビジネスに育成します。通信分野では、ブロードバ

ンドと携帯電話市場の拡大が続いています。携帯電話事

業・携帯電話周辺関連事業及び携帯端末販売事業の3つを

成長分野と捉え、米国、東南アジア、ロシアを中心とした

CISでの事業展開を目指します。また、水事業は中米、中

東での拡大を目指します。

産業インフラ、通信プロジェクト、電力エネルギーソ

リューション事業では、安定した収益基盤の強化を図ります。

さらに環境・省エネの分野では、環境規制の強化、各種

助成制度の整備が進みつつあるため、新技術等の活用を

通じ、環境に貢献するビジネスの構築を目指します。

上記により、2008年度末までに、リスクアセットを350

億円積み増して1,090億円とし、GG Plan期間平均のリス

ク・リターンは21.3%となる見通しです。

＊1 IPP (Independent Power Producer)：独立発電事業者
＊2 IWPP（Independent Water & Power Producer）：独立発電造水事業者

GG Planの基本戦略・重点施策

インフラ

電力を軸にコアビジネスを徹底強化し、新たなコアビジネスを育成

当事業部門は、「基幹インフラの高度化を通じ、社会に貢献する機能集団」を

目指し、電力事業、電力・プラントEPC＊、通信事業、環境・省エネ、産業インフ

ラといった分野において、事業とトレードの最適な組み合わせによる安定した

収益基盤の拡大を推進しています。特に電力分野では、ファイナンス、リスク管

理機能をはじめとするプロジェクト組成・遂行能力に強みがあり、設計から買い

付け・建設までを請け負うEPCの納入実績は、アジアを中心に商社トップクラ

スの約4万3,000MWに上ります。さらに海外電力事業でも、2006年度末の保

有発電容量は約2,700MWに達しています。

＊EPC (Engineering, Procurement and Construction)：工事込プラント建設請負形態
守山　R博
インフラ事業部門長
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電力事業では、アジア通貨危機の影響で建設が一時中断

していたインドネシアのタンジュン・ジャティB石炭火力発

電所が完工し、2006年後半からリース事業を開始しまし

た。リース期間は、2029年度までの23年間となります。

IPP/IWPP案件では、バーレーンのヒッド発電・造水事業、

トルコのビレチック水力発電事業、フィリピンのCBK水力

発電事業などの大型案件に参画し、これらはいずれも業績

に貢献しています。

EPC案件では、タイ向けに700MWの複合火力発電所設

備一式、ウクライナの製鉄所向けに高炉用副生ガス利用複

合発電設備を受注しました。また、インドネシアとニュー

ジーランドでは地熱発電所も受注しました。特にインドネ

シアは、世界最大の地熱エネルギー保有国で、旺盛な電力

需要を背景に地熱発電への期待が高まっており、継続的に

4件受注しています。このほか、国内では茨城県で関東最

大規模の風力発電所が稼働するなど、内外で風力や地熱

を利用した環境配慮型の発電事業に積極的に取り組みま

した。環境･省エネの分野では、広島エルピーダメモリ（株）

向けに効率良く電力と熱を供給するエネルギーサービス

事業を開始したほか、飲料容器自動回収機によるペットボ

トルリサイクル事業を推進しました。

通信事業では、ロシアで携帯オペレーター事業、無線ブ

ロードバンド事業、携帯電話コンテンツ配信事業に参入し

たほか、米国自治領北マリアナ諸島連邦最大の通信事業者

であるPacific Telecom Inc.への出資を行いました。同社

はサイパン地域で携帯電話、ISP事業、固定電話などを取

り扱う総合通信事業者であり、新規事業開発を推進してい

ます。

AG Planにおける実績

インドネシア電力公社向けリースを開始したタンジュン・ジャティB石炭火力発電
所。ジャワ島中部タンジュン・ジャティ地区に、大型石炭火力発電所（1,320MW）

を所有し、同公社向けにリースしています。2006年に完工し、ジャワ中部地区で
の重要な電力供給源となっています。

インドネシア独立発電事業者Magma Nusantara Limited向け、ワヤンウィンド
地熱発電所。2000年に完工した1号機（110MW）に続き、2007年に2号機
（117MW）の建設を受注しました。地熱発電所は、CO2発生量が少なく、地球環

境保護の面から利点があります。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 282 322 291 383 440

持分法損益 10 13 41 52 —

当期純利益 18 38 77 165 180

基礎収益 51 76 74 133 —

総資産 4,357 4,574 4,662 4,726 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 740 1,090

リスク・リターン（2年平均） 16.3% 21.3%
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メディア分野では、CATV業界No.1の（株）ジュピターテ

レコム（J:COM）が、多チャンネル番組供給の（株）ジュピ

ターTV（JTV）と合併し、インフラとコンテンツを融合させ

た総合ケーブルサービス事業を展開しながら、地域密着サー

ビス、M&Aによる広域運営の強化を進めます。また、JTV

傘下のジュピターショップチャンネル（株）（JSC）を当社の

子会社とし、TV・Web等を通じたマルチチャンネル化に

よるリテイルビジネスの拡大を図ります。映画事業では、

ユナイテッド・シネマ（株）（UC）が他社提携など、規模拡大

と経営効率化に取り組みます。

ネットワーク分野では、移動体通信事業で（株）エム・エ

ス・コミュニケーションズ（MSコム）が、M&A等による規模

拡大・経営効率化による収益力強化を図ります。ITソリュー

ション事業では、住商情報システム（株）（SCS）が成長分野

への経営資源投入、M&Aによる収益基盤拡充に注力し、

安定的収益基盤の拡大を図ります。

ライフスタイル・リテイル分野では、上記のとおり、JSC

を核とした店舗・メディア・Web等を融合した総合リテイル

事業を展開します。食品スーパーのサミット（株）、調剤薬

局併設型ドラッグストアを運営する（株）住商ドラッグスト

アーズは、自力成長と他社提携を通じ、シェア拡大を目指

します。ブランド事業では、（株）バーニーズ ジャパンを梃

子に、ファッションアパレル、バッグ・アクセサリー、ホーム

ファーニッシングの3分野を中心に、既存事業の収益基盤

拡大と新規事業開発を推進します。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを430億

円積み増して1,850億円とし、GG Plan期間平均のリス

ク・リターンは11.6%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

メディア・ライフスタイル

メディア・ITとリテイルの融合による新たな価値の創造・提供

当事業部門は、放送や通信等各種メディアの融合、消費形態の多様化が進む

中、メディア、ネットワーク、ライフスタイル・リテイルの各分野で、消費者の多

様なライフスタイルに対応する新たな価値を創造・提供すべく、2007年4月に

新設されました。メディア分野ではケーブルテレビ（CATV）、多チャンネル番

組供給、映画関連事業を核に、インフラとコンテンツの両面から事業を展開し

ています。ネットワーク分野ではITソリューションと移動体通信事業、ライフス

タイル・リテイル分野では食品スーパー、ドラッグストア、ブランド事業が主力と

なっています。
R井　伸吾
メディア・ライフスタイル事業部門長
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メディア分野では、J:COMが国内第3位のケーブルウエ

ストや小田急ケーブルビジョンなど、近隣CATV局の買収

を通じた広域運営化に取り組んだほか、デジタルサービス

の加入促進やハイビジョン番組の拡充等、新サービスの導

入・推進に努めました。その結果、総加入世帯数は2年間で

約37%増加し、2007年3月末で264万世帯となりました。

TV通販のJSCでは、eコマース事業の拡大、物流センター

やコールセンターの増設などを行い、売上も順調に推移

し収益拡大に貢献しました。映画関連事業では、映画製

作・配給会社のアスミック・エースエンタテインメント（株）

を子会社化してバリューチェーンの拡大を図ったほか、

UCが（株）日本AMCシアターズ買収と新サイトオープンに

より、業界3位グループに入り、今後に向けた収益基盤確

立に努めました。

ネットワーク分野では、SCSが住商エレクトロニクス

（株）と合併し、両社のプロダクト販売とソフト開発を組み

合わせたIT分野のワンストップサービスの提供体制を整

え、業績改善を図りました。また、MSコムはカルソニッ

クコミュニケーション（株）を買収し、携帯電話販売台数で

業界トップになりました。

リテイル分野では、ブランド事業においてコーチ・ジャパ

ンの株式を売却してバリュー実現を図る一方、今後の中核

ブランドとしてバーニーズ ジャパンを買収しました。ドラッ

グストア事業では、個別コンサルティングを重視した販売

や調剤室の併設を強みとする（株）コーエイドラッグを買収

し、住商ドラッグストアーズが運営するドラッグストア網を

補完しました。

2006年12月には、リテイルとWebの融合による事業拡

充のため、部門横断的機能を有する戦略的組織として「ウェ

ブビジネス事業企画部」を新設しました。

AG Planにおける実績

24時間生放送で番組を配信するジュピターショップチャンネルは、ワンフロアで
320席と国内最大級のコールセンターを保有し、1日平均5～6万コールのリクエ
スト・受注・問合せに対応しています。これによりインタラクティブな番組づくりを

実現し、メディアとリテイルを融合させた新しいビジネスモデルの展開を推進し

ます。

2006年8月、当社は「バーニーズ ニューヨーク」ブランドや高級インポートブラン

ドのアパレル・雑貨等を販売するバーニーズ ジャパンを買収しました。現在の新

宿・横浜・銀座の3店舗に加え、首都圏以外への出店による業容拡大を進めるとと
もに、各種ファッション・ブランドビジネスとのシナジー実現を図ります。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 952 1,020 1,041 1,261 1,630

持分法損益 42 54 105 127 —

当期純利益 79 241 266 125 200

基礎収益 86 89 112 154 —

総資産 4,499 4,456 5,051 5,139 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 1,420 1,850

リスク・リターン（2年平均） 11.5% 11.6%
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中核事業会社を“より強く、より太く”するとともに、原

材料供給からEMS事業までをカバーするエレクトロニク

ス分野で新たなる付加価値を創造し、当事業部門の「収益

基盤」「グループ経営」の質の向上を図っていきます。

基礎・電子機能化学品分野では、合成樹脂で、Cantex

Inc.が汎用塩ビパイプの生産拡大と軽量化パイプの拡販を

目指します。有機・無機化学品では、オレフィンやフェノー

ル、硫酸・硫黄などのコア商流のグローバル展開を進めて

いきます。産業機能素材では、ソーダ灰などのガラス原料

及び排出権を中心に収益基盤の拡大に注力します。電子

材料ケミカルでは住友商事ケミカル（株）を核に、エレクト

ロニクス関連事業とのシナジーを追求し、また、燃料電池

等新技術関連ビジネスにも注力します。

エレクトロニクス分野では、成長性が高い薄型液晶TV/

小型液晶を中心に、（株）スミトロニクスのEMS機能高度

化を図るとともに、アジアに加え、北米、欧州に事業展開

していきます。電子材では、シリコンウエハー、青色LED

素子等のコアビジネスの基盤強化に注力しつつ、カーボン

ナノチューブ、SiCウエハー等、新素材開発にも重点的に取

り組みます。

ライフサイエンス分野では、メディカルサイエンスで医

薬原料供給を拡大する一方、住商ファーマインターナショ

ナル（株）、メディサ新薬（株）ならびに河南天方薬業股L有

限公司を中心に自社医薬品の臨床開発、ジェネリック医薬

品の製造・販売等、幅広い展開を図ります。アグリサイエン

スでは、住商アグロインターナショナル（株）を中心に、自社

農薬剤の拡充とグローバル販売網の拡大により収益基盤

を強化するとともに、The Hartz Mountain Corporation

(Hartz)を中心にペットケア関連事業の拡大に注力します。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを70億

円積み増して590億円とし、GG Plan期間平均のリスク・リ

ターンは21.3%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

化学品・エレクトロニクス

コアビジネスへの「選択と集中」と「質の向上」を加速

当事業部門は、化学品関連ビジネスの拡大とエレクトロニクス関連事業の集

約による総合力とシナジーの最大化を追求すべく、2007年4月に創設されまし

た。基礎・電子機能化学品分野では、合成樹脂原料・製品や有機・無機化学品、

電子材料ケミカルなどを幅広く取り扱っています。エレクトロニクス分野では

シリコンウエハー、青色LED素子等、先端電子材料を扱うとともに、アジアを

中心にEMS＊事業を積極的に展開しています。また、ライフサイエンス分野で

は、医薬・医療及び農薬・家庭用防疫薬やペット関連商品などを扱っています。

＊EＭS（Electronics Manufacturing Services）：電子機器の受託製造サービス
松岡　嘉幸
化学品・エレクトロニクス事業部門長
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基礎・電子機能化学品分野では、合成樹脂、有機化学品、

電子機能化学品などを広範囲にカバーし、経営効率化と

更なる収益基盤拡充を促進するため、2005年10月、住友

商事ケミカル（株）、住友商事プラスチック（株）、住商化学

品中部（株）の3社を、新生「住友商事ケミカル（株）」として

統合しました。海外では、Cantexが生産能力拡大のため、

工場の新設を決定しました。また、石油化学品トレーダー

を買収し、グローバルネットワークを拡充したほか、米国

のソーダ灰輸入販売会社ソーダアッシュジャパン（株）を完

全子会社化し、ガラス原料ビジネスを強化しました。硫酸

の取扱量世界一のInteracid Trading S.A.は、更なる事業

拡大を目指して経営体制を刷新しました。電子材料では日

系の半導体、回路基板メーカーの海外拠点向けを中心に

各種原料納入取引を拡大しました。

エレクトロニクス分野では、スミトロニクスが北米での

薄型テレビ基板実装ビジネスに進出しました。また、シリ

コンウエハー、青色LED素子、及びHDD関連部材などの先

端技術電子材のビジネスが拡大しました。

ライフサイエンス分野では、メディカルサイエンスで、住

商ファーマインターナショナル、住商メディケム（株）の2社

を統合して新生「住商ファーマインターナショナル」とし、

事業基盤の強化を図りました。また、沢井製薬（株）の子会

社であるメディサ新薬に出資し、抗がん剤のジェネリック

医薬品開発事業に参入したほか、医薬品製造・販売会社で

ある河南天方薬業に資本参加し、中国の製薬事業に参入し

ました。アグリサイエンスでは、自社剤の確保とメキシコ

で末端販売事業を開始するなど、販売網の拡大とバリュー

チェーンの強化に取り組みました。ペットケアでは、Hartz

が付加価値の高い新商品開発に注力し、大口取引先での

採用が決定したほか、原材料価格上昇を商品価格に転嫁

するなど、業績改善の施策が進行しました。

AG Planにおける実績

当社は、米国の天然ソーダ灰を1983年より輸入し、ガラスメーカー、化学メー
カー、洗剤メーカー等に納めており、年間取扱量は約16万トンです。2007年4月
には、旭硝子（株）との合弁事業であるソーダ灰販売会社ソーダアッシュジャパン

を完全子会社化しました。

2007年3月、北米に設立した基板実装の合弁工場。テレビメーカーが海外での液
晶テレビ等薄型テレビの生産を拡充していることに対応し、当社は、メーカーの

組立工場向けの部品調達、在庫管理、プリント基板実装等に関わるサービス

（EMS）を提供しています。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 331 415 483 479 580

持分法損益 11 7 9 1 —

当期純利益 26 75 89 78 100

基礎収益 42 76 100 64 —

総資産 2,591 3,115 3,562 3,905 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 520 590

リスク・リターン（2年平均） 16.3% 21.3%
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中国を中心としたBRICsの経済成長により、石炭・鉄鉱

石・銅など主要鉱物資源の需給が世界的に逼迫しており、

特に非鉄金属の価格が著しく上昇しました。このことは、

資源権益の価格上昇を招き、上流権益の新規獲得が難し

い状況となっています。また、資源保有国における資源ナ

ショナリズムの台頭も懸念され、今後のビジネス環境はよ

り厳しいものになると思われます。

こうした環境のもと、GG Planでは資産の入替を図りつ

つ、引き続き収益基盤の更なる拡大を目指していきます。

まず上流ビジネスでは、既存権益の価値の最大化を進

めるとともに、ボリビアの銀・亜鉛・鉛鉱山などの新規取得

案件の開発を着実に推進します。さらに新たな権益の獲得

を通じて4本柱に加わる収益の柱を確立し、ポートフォリ

オの更なる充実を図ります。例えば既存権益では、米国及

び豪州の銅鉱山で新鉱体を開発して、持分銅量、銅精鉱に

おけるトップクラスのシェアを維持、強化していきます。

石炭では鉱山寿命が長く、原料炭比率の高い豪州石炭

権益を持つ強みを活かし、相対的に競争力のある案件へ

の取り組みを強化していきます。投機資金が流入して構造

的な高値が続く石油では、開発権益の買収から、既発見未

開発権益の獲得や、既存保有鉱区内の探鉱開発に事業の

力点をシフトしていきます。

中・下流ビジネスの機能強化、更なる展開を図るととも

に、新たな成長分野としてのクリーンエネルギー、新エネ

ルギー分野にも経営資源を投入し、将来の布石を打ってい

きます。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを550億

円積み増して2,080億円とし、GG Plan期間平均のリス

ク・リターンは18.0%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

資源・エネルギー

バランスの取れた資源権益ポートフォリオの厚みを増強

当事業部門は、銅・石炭・石油・LNG（液化天然ガス）を4本柱とするバランス

の取れた上流資源ポートフォリオが特長です。この既存権益の価値を最大化す

る一方で、海外資源会社と戦略的に提携して亜鉛、ニッケル、ウラン、鉄鉱石で

新たな権益を取得し、市況変化に対する抵抗力を一層高めました。鉱山寿命が

長く、原料炭比率の高い豪州炭の権益を持つほか、銅の持分生産量は約12万ト

ンと商社トップクラスであり、また、商社で唯一金鉱山の権益を保有していま

す。中流・下流分野では、エルエヌジージャパン（株）でLNGの対日輸入契約量

の約30%を取り扱っています。
岡本　巖
資源・エネルギー事業部門長
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上流ビジネスでは、海外大型非鉄鉱山開発プロジェクト

への参画、事業推進が相次いで決まりました。ボリビアで

は、Apex Silver Mines Limitedが手がける世界最大級の

銀・亜鉛・鉛鉱山事業に、パートナーとして参画しました。

同時に戦略的な提携も行い、同社が手がける他の探鉱案

件権益への参画交渉最優先権も獲得しました。マダガスカ

ルでは、カナダの鉱山会社と手がけてきた、ニッケルの鉱

山開発から地金精錬までを一貫して行うアンバトビィプロ

ジェクトに、韓国政府傘下の海外資源開発・投資会社及び

カナダのエンジニアリング会社が参画し、順調に事業化が

進展しました。南アフリカでも、鉄鉱石・マンガン資源会

社Assmang Limitedの権益を取得し、石炭に次ぐ鉄鋼原

料資源を資源権益ポートフォリオに加えました。

LNGプロジェクトでは、エルエヌジージャパンが参画し

ているインドネシア・タングープロジェクトで、生産基地の

建設が順調に進んでいます。今後は、ナイジェリアにおけ

る新プロジェクトへの参画を目指しています。

クリーンエネルギー分野では、ノルウェーのRenewable

Energy Corporation ASA傘下の世界最大の太陽電池用

シリコンウエハー製造会社と長期売買契約を締結し、太陽

電池の生産で世界トップのシャープ（株）等に供給すること

が決まりました。

一方、開発決定済みの案件も、順調な仕上がりを見せて

います。ペルーのセロ・ベルデ銅鉱山では、硫化鉱開発が

順調に進み、第1回目の出荷が完了しました。カザフスタ

ンでは、国有の原子燃料専門会社及び関西電力（株）と、ウ

ラン鉱山開発事業の開発会社を設立しました。さらに、米

国アラスカ州のポゴ金鉱山が、商業生産を開始しています。

AG Planにおける実績

ボリビアのアンデス山中にあるサン・クリストバル銀・亜鉛・鉛鉱山プロジェクト。

今後5年以内に開発される銀・亜鉛・鉛鉱山としては、世界最大級の規模を有して
います。2007年後半から生産を開始し、世界的に需要が拡大している銀・亜鉛・
鉛資源の安定的な供給源として期待されています。

世界の主要太陽電池原材料メーカーとの長期・戦略的なパートナーシップに基づ

き、シリコンウエハー（写真）などの原材料を世界の主要太陽電池メーカー向け

に供給しています。業界内での強力なネットワークを軸に、太陽電池原材料のバ

リューチェーンの各段階にてビジネスの拡充を目指します。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 271 352 489 481 500

持分法損益 60 101 118 162 —

当期純利益 71 149 233 331 310

基礎収益 66 150 224 233 —

総資産 3,457 4,971 6,274 7,264 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 1,530 2,080

リスク・リターン（2年平均） 21.9% 18.0%
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当事業部門は、お客様の要請に応え、安全で安心な基盤

（材、空間、サービス）を提供することをミッションに事業

を展開しています。

食料分野では、青果などの生鮮食品、肥料、及び砂糖を

重点的に強化します。青果ビジネスでは、バナナ事業で国

内量販店向け直販を強化し、質・量ともNo.1のプレーヤー

を目指します。また、中東・中国を中心に海外で積極的に

拡販していきます。肥料ビジネスでは、国内は住商アグリ

ビジネス（株）を軸に販売を強化し、海外では豪州・中国・マ

レーシアで収益基盤を拡大します。砂糖では、日新製糖

（株）との連携を強化し、国内の販売基盤を拡充します。

生活資材分野では、まずタイヤ事業で、米国タイヤ販売

会社TBC Corporation（TBC）の小売網を拡充するととも

に、他市場の開拓を図ります。木材建材事業では、ロシア

の森林認証（FSC）材を軸に環境対応型ビジネスの構築を

図るほか、セブン工業（株）、アイジー工業（株）の経営効率

化を推進します。業界再編・統合が進む紙パルプ事業では、

レンゴー（株）、（株）日本製紙グループ本社との3社アライ

アンスを通じ、板紙ビジネスの基盤を強化します。セメン

トの生コン事業では、住商セメント九州（株）の更なる基

盤拡大とともに、新規案件の発掘を目指します。

建設不動産分野では、ビル事業で既存ビルの収益改善

や新規保有ビルの取得、分譲ビル・転貸案件への取り組み

強化を図ります。住宅事業では、大型複合面開発案件を中

心に優良物件の供給を継続します。そのほか、不動産ファ

ンドビジネスの拡大や新たなビジネスモデルの確立を目

指します。また、海外での事業展開も推進していきます。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを250億

円積み増して1,580億円とし、GG Plan期間平均のリス

ク・リターンは13.7%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

生活産業・建設不動産

競争優位のある事業の更なる強化

当事業部門は、生活に関連する「食料」「生活資材」「建設不動産」の3分野を事

業領域としています。食料分野では、安全・安心を最優先した食料の生産・販

売・品質管理までの一貫したビジネスを展開しています。生活資材では、タイ

ヤ・生コン・木材建材・ウッドチップ・古紙などの分野で、それぞれ業界トップクラ

スの実力を誇る事業会社群を有しています。また、建設不動産では、オフィス

ビルや商業施設の賃貸・運営事業、住宅開発・分譲事業、不動産ファンドビジネ

スなどを主な柱とし、大型複合面開発事業にも注力しています。

加納　岳
生活産業・建設不動産事業部門長
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食料分野では、フィリピンのバナナ栽培地の拡大、積地

設備への投資により産地から販売までの一貫供給体制を

一層強化しました。また、加工食品の住商食品（株）と食肉

の住商フレッシュミート（株）を統合して住商フーズ（株）を

発足させ、商流の統合・強化及び業務効率化を推進しまし

た。肥料事業では、肥料製造直販の日東バイオン（株）と農

業資材販売の住商農産（株）を統合し、国内有数の肥料製

造販売会社となる住商アグリビジネスを設立しました。砂

糖では日新製糖への出資比率を20%に引き上げ、国内販

売基盤の強化に努めました。また、加藤産業（株）と共同で、

中国華南地域で最大規模を誇る食品卸の広州華新（集団）

貿易有限公司への出資を決定し、中国における足場を築き

ました。

生活資材分野では、TBC買収に続き、タイで住友ゴム工

業（株）及び現地タイヤ販売会社と共同でタイヤ販売会社ダ

ンロップタイヤ（タイランド）を設立するなど、収益基盤を

強化しました。紙パルプ事業では、レンゴー、日本製紙グ

ループ本社と戦略的に提携し、原材料の調達や海外展開

などの共同推進を取り決めました。また、ロシアで初めて

FSCを取得した林産企業であるOAO Terneylesへの出資

比率を上げ、連結対象会社としました。

不動産分野では、大阪千里中央駅前再整備事業や神戸

市御影工業高校跡地開発のコンペで、当社を代表とするグ

ループが選定されたほか、藤沢市辻堂駅前の大型商業開

発においても事業者に選定され、それぞれ事業着手しまし

た。また、GICリアルエステート（シンガポール政府投資

公社の不動産投資会社）と商業施設の投資・開発・運営に

ついて共同事業契約を締結しました。マンション分譲事業

では、東京都勝どきの高層マンション「THE TOKYO

TOWERS」や、上海のマンション分譲が好調でした。また、

賃貸ビルの売却など、資産の入替も推進しました。

AG Planにおける実績

OAO Terneylesがロシア沿海州に保有する林区。同社は、240万ha（四国の約
1.3倍）の林区を保有するロシア最大の総合林産企業で、森林認証を取得し、環境
に配慮した持続可能な森林経営を行っており、環境対応型商品を供給しています。

藤沢市辻堂駅前商業施設の完成イメージ図。恵まれた自然環境と豊かな生活と

文化に育まれた湘南エリアの中心部に位置する、辻堂駅前での大規模プロジェク

トです。郊外の快適性と都市の利便性を併せ持った、新しい都市型複合開発を推

進しています。（店舗数約200店・店舗面積約8万m2（予定））

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 736 667 836 1,181 1,290

持分法損益 1 8 5 24 —

当期純利益 117 (60) 127 172 180

基礎収益 51 98 116 174 —

総資産 7,606 7,664 7,720 7,417 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 1,330 1,580

リスク・リターン（2年平均） 11.0% 13.7%
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市況商品を扱うコモディティビジネスでは、日本・アジア

市場における貴金属・非鉄金属・石油などの実需顧客を

対象にしたビジネスを深耕するとともに、ロンドンのト

レーディング会社Sumitomo Corporation Global

Commodities Limitedを軸にした欧米市場の開拓を図り

ます。さらに、温暖化ガスの排出権など新規コモディティ

分野への展開も含め、収益の多角化を目指します。

金融分野のコアビジネスとして育成してきた投資顧問ビ

ジネスでは、総合商社の強みを活かして、ヘッジファンド、

商品インデックスなどオルタナティブ投資の分野で一層の

運用資産残高の拡大を目指します。

直接投資・ファンド投資事業では、わが国の産業・社会構

造の変革や、企業内部の変革が進む中、そこから発生する

投資機会を捉え、新たな事業価値創出に積極的に取り組

みます。

物流分野では、東南アジア・中国を中心に原材料・部品や

消費関連の物流マーケットがさらに拡大しています。

これらの地域を基点とした物流のグローバルネットワー

クを拡充するとともに、部品調達物流の一括請負に注力し、

物流品質の一層の向上や多機能化に努めていきます。

海外工業団地ビジネスでは、入居企業に対する総合力

を発揮したサービス展開により、収益基盤を拡大していき

ます。同時に、地域の経済振興に貢献し、当社のプレゼン

スの高揚を図ります。

保険分野では、レンタキャプティブ（当社設立の海外再

保険会社利用サービス）やポリティカルリスク保険などへ

の取り組みにより、収益基盤を拡大していきます。

上記により、2008年度末までにリスクアセットを110億

円積み増して460億円とし、GG Plan期間平均のリスク・リ

ターンは17.4%となる見通しです。

GG Planの基本戦略・重点施策

金融・物流

総合商社の情報力やノウハウを活かした高付加価値機能を提供

当事業部門は、総合商社ならではの幅広い情報力・ノウハウ、ネットワークを

駆使することで、付加価値の高いビジネスを展開している点に強みがあります。

金融分野では、商品デリバティブを扱うコモディティビジネスで日系のメジャー

プレーヤーの1社であるほか、このビジネスで培ったノウハウを活かし、お客様

の資産運用のお手伝いをするアセットマネジメントビジネスを拡大しています。

物流分野では、住商グローバル・ロジスティクス（株）を中心とした国内外にわた

る複合的な物流機能の提供、ベトナム、インドネシア、フィリピンに展開する工

業団地の集積に特長があります。
柴原　誠
金融・物流事業部門長
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金融分野では、活発な商品市場の動きに対応し、コモ

ディティビジネスの業績が好調でした。また、ロンドンに

新会社を設立し、国際商品市場において24時間取引がで

きる体制を整備しました。金融商品の先物取引の電子化

が急速に進む中、電子トレード専門会社の住商エレクレー

ド（株）を設立しました。同社では、自己資金による商品・

金融先物のディーリング事業を行うと同時に、市場トレー

ドのプロフェッショナルの育成を図っています。

投資顧問ビジネスでは、ヘッジファンド型の新たな投資

ファンドの立ち上げや大和証券グループとの協業による商

品インデックス型商品の開発などにより、受託資産を順調

に積み上げました。また、直接投資・ファンド投資事業では、

商社ならではのマーケットや経営などに関するノウハウを

活用し、国内やアジア地域での成長企業等への投資を積極

的に進め、ポートフォリオの拡充に努めました。

物流分野では、千葉県及び中国上海市に最先端の大規模

物流センターを開設し、通信販売などB to Cを含む物流

の需要拡大に対応しました。さらに、既存の物流子会社3

社を住商グローバル・ロジスティクスとして統合しました。

これまで3社が培ってきた物流機能が統合された結果、顧

客に対する国際・国内物流のワンストップサービスなど付

加価値の高いサービスが拡充し、競争力がさらに向上しま

した。

海外工業団地ビジネスでは、高成長のベトナムにおいて、

タンロン工業団地の第三期拡張工事を進めています。工

事完了前にもかかわらず引き合いが活発で、好調な販売

が見込まれることから、新たに第二タンロン工業団地の

開発に着手しました。開発規模は220ha（既存団地の4/5）

で、2009年の竣工に向け進行中です。

AG Planにおける実績

住商エレクトレードのディーリングルーム。2006年10月の取引開始以降、本邦商
品先物市場で約10%のシェアまで成長しています。2007年5月より国内金融先
物取引を開始し、今後は欧州・米国など、海外先物市場での取引も始めていく予

定です。現在は自己資金運用事業が中心ですが、ディーラー養成事業へも展開し

ていく計画です。

住商グローバル・ロジスティクスの茜浜物流センター。2006年8月から2007年3
月にかけて第1、第2センター（延床面積約9万m2）が相次いでオープンしました。

TV、ネット及びモバイル通販商品や、ブランド・アパレル商品、歯科医療器具等の
BtoB、BtoC型物流サービスを提供しています。

業績ハイライト
（億円）

’03 ’04 ’05 ’06 ’07
（年度） （実績） （実績） （実績） （実績） （予想）

売上総利益 157 170 250 292 310

持分法損益 11 15 23 14 —

当期純利益 24 28 62 59 60

基礎収益 20 28 75 70 —

総資産 1,935 2,328 4,708 4,301 —

AG Plan GG Plan
（実績） （計画）

リスクアセット（06年度末、08年度末） 350 460

リスク・リターン（2年平均） 20.8% 17.4%



42 Sumitomo Corporation

0 2,0001,5001,000500

2003

2004

2005

2006

日本 アジア 中国 米州 欧州 大洋州 その他

地域別基礎収益

（億円）

668

1,100

1,583

2,029

51% 24% 8% 5%1% 7%

38% 27% 5%

38% 20% 21% 5%

38% 18% 25%

4% 16% 5% 5%

4% 6% 6%

3% 5% 5% 6%

4%

（年度）

グローバルネットワークを活用したビジネス展開

住友商事の重要なビジネス基盤の1つに、全世界に展開している約150の拠点網や、900社近くの連結対象会社からな

るグローバルネットワークがあります。異なる事業分野をカバーする8つの事業部門と、これらの国内・海外の地域組織が

連携し、世界各地の成長機会を捉えることにより、グローバルベースで収益基盤を着実に拡大させています。

グローバルに展開する主なビジネス

住友商事は、グローバルネットワークを活用し、さまざま

な地域で事業を展開しており、下のグラフにある基礎収益

の地域別構成の推移を見ると、それぞれの地域でバランス

良く、ビジネス基盤が成長してきていることが分かります。

地域別に主なビジネスを見ると、まず「日本」では、ケー

ブルテレビのジュピターテレコム、テレビ通販のジュピター

ショップチャンネル、三井住友フィナンシャルグループと

の共同事業化が決定している住商リース・住商オートリー

スは業界大手の地位を築き、引き続き基盤を拡大している

とともに、マンション販売事業や、食品スーパーなどのリ

テイル事業も安定した収益基盤を築いています。

「アジア」では、広域に展開するスチールサービスセン

ター、EMS（電子機器の受託製造サービス）、発電などの

事業、インドネシアの自動車金融ビジネス、銅・金鉱山事業

などが強固な収益の柱となっています。

中南米を含む「米州」では、鋼管のサプライ・チェーン・マ

ネジメント（SCM）を中心とした金属製品ビジネス、建設

機械ビジネスなどが好調で、収益拡大を続けています。

また、2005年に買収したタイヤ流通販売大手のTBC

Corporationや、生産を増強したペルーの銅鉱山事業など

が、新たな収益基盤に成長しています。

「欧州」では、北海での油田事業や鋼管のSCM事業、さ

まざまな地域で展開する自動車ディーラー、建設機械ビジ

ネスが収益の柱となっています。

また、「大洋州」では、豪州の石炭事業、「その他」の地域

では、中東での電力・水事業や金属製品取引、アフリカで

の自動車ビジネスが順調に拡大しています。

グローバルネットワークの更なる強化

GG Planでは、地域組織がより主体性を発揮して、地域

発信型ビジネスを拡大することを目指して、「地域イニシア

ティブ支援制度」を導入しました。既存取引先である地場

優良企業に対する事業部門横断的な取り組み（多面的展開）

や地場優良企業の新規開拓、多面的展開のための地域組

織同士の連携による取り組み（ヨコヨコ展開）などを支援・

助成の対象としています。この支援制度により、当社のグ

ローバルネットワークをより強固なものとし、収益力をさ

らに強化することを目指します。

グローバル・ビジネス・オペレーション

（注1）基礎収益＝（売上総利益－販売費及び一般管理費－利息収支＋受取配当金）×（1－税率）＋持分法損益〈税率は2003年度は42%、2004年度以降は41%〉
（注2）関係会社の持分損益は、当該会社の所有国の利益とみなし、また、住友商事単体については、販売先の所在国ごとに利益を振り分けて集計しています。
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Oto Groupでは、1994年にP.T. Oto Multiarthaがインドネシアで独立系自

動車ファイナンス事業を始めました。2006年末には、ファイナンス管理顧客数

が約14万人となり、業界大手の一角を占めるまでに成長しています。また、自

動車ファイナンス事業で培った事業ノウハウを、自動二輪車の分野にも展開し、

2003年にP.T. Summit Oto Finance (SOF)を設立しました。SOFは既に70以

上の拠点数を持ち、二輪車の管理顧客数は約70万人にまで拡大しています。

競争の厳しい分野で私たちが着実に成長することができた背景には、Key

Success Factorである3M＋1T［Man（人材）、Money（資金調達力）、

Management、Technology］の寄与があります。住友商事と現地従業員・マネ

ジメントがシナジーを発揮し、ここまでの成功を遂げることができました。そ

の中でも優秀な人材が私たちの成長の原動力であることから、常に人材開発

を経営の最優先課題として取り組んでいます。西ジャワにある業界最大級の研

修センターでは、8,000人を超える従業員の教育に対応しています。

今後も、住友商事のサポートを背景としたメーカーとの取引関係や資金調達

力を活用し、業界内のリーディングカンパニーであり続けます。

Oto Group (P.T. Oto Multiartha / P.T. Summit Oto Finance)

TBC Corporationは、北米の市販取替用タイヤ市場において、プライベート

ブランドタイヤの最大手卸売・小売会社であり、年間で約2,600万本のタイヤ

を販売しています。コアビジネスは卸売事業、フランチャイズ事業、直営店事

業の3つです。

卸売事業では、地場の卸売業者や厳選した小売業者に対し、あらゆる種類の

タイヤを独占的に供給することで拡大を図っています。更なる事業強化のため、

2006年10月には住友商事の子会社であったTreadways Corporationを統合

しました。フランチャイズ事業では、現在550店あるフランチャイズ店を増加

させることにより持続的成長を図ります。直営店事業では、現在の650店を、

新規出店や競争力のある地場チェーンの買収により、1,000店を超える規模を

目指しています。

タイヤ需要は、自動車台数や年間走行距離の増加により、長期的に堅調な成

長が見込まれます。当社は、この市場動向を捉えつつ、マーケット・シェアを拡大

させることで、売上高、利益ともに増加させていきます。また、住友商事の総

合力を最大限に活用することで競争優位性を高め、持続的な成長を図ります。

TBC Corporation

地域に密着したビシネス

住友商事はグローバルネットワークを活用して、世界各地でその地域に密着したビジネスを展開しています。その具体

的な事例として、米国のタイヤ流通販売会社TBC Corporationと、インドネシアのオートファイナンス事業会社Oto

Groupを、それぞれの事業会社のCEOが紹介します。

社長兼CEO Lawrence C. Day

TBC直営店の1つであるNTB

社長兼CEO Djohan Marzuki

ジャカルタ市内通勤風景
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連結業績に与える影響が大きい関係会社

2006年度末 2005年度 2006年度
持分比率 持分損益 持分損益
（%） 事業内容 （億円） （億円）

金属

SC Pipe Services 100.00 米国における鋼管製造・販売会社等への投資 20.3 30.2

住商メタレックス ※100.00 非鉄金属製品、建材、住設配管資材等の販売 7.8 16.6

National Pipe 16.00 サウジアラビアにおける鋼管製造・販売会社 3.0 9.7

Asian Steel 100.00 東南アジアにおけるスチールサービスセンター（鋼材加工・販売） 7.9 6.9

化学品・エレクトロニクス

スミトロニクス ※100.00 EMS事業、電子機器・部品等の販売 25.4 25.8

Cantex ※100.00 塩化ビニールパイプの製造・販売 44.0 17.5

住友商事ケミカル（注3） ※100.00 化成品、合成樹脂の国内・貿易取引 20.8 11.5

Summit Agro Europe ※100.00 欧州における農薬販売会社への出資 6.5 7.1

The Hartz Mountain Corporation ※96.30 米国におけるペット用品製造・販売 (30.8) 4.6

海外現地法人

米国住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 134.9 235.6

欧州住友商事ホールディング 100.00 輸出入及び卸売業 34.0 53.2

シンガポール住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 31.3 43.0

在中国現地法人9社 — 輸出入及び卸売業 26.5 31.5

オーストラリア住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 11.0 12.9

台湾住友商事 100.00 輸出入及び卸売業 8.0 8.3

生活産業・建設不動産

TBC Corporation ※100.00 米国におけるタイヤの小売・卸売 12.3 36.0

住商フルーツ（注4） ― 青果物の輸入販売 6.0 11.6

住商セメント 100.00 セメント・生コンクリート・コンクリート製品の販売 7.2 7.4

三井住商建材 50.00 建材の販売 3.6 4.8

インフラ

MobiCom Corporation 33.98 モンゴルにおける総合通信サービス業（06年3月末は30.00%） 11.2 14.9

Perennial Power Holdings ※100.00 米国における発電所アセットの開発・保有・運営 13.3 11.5

金融・物流

住商ブルーウェル 100.00 損害保険・生命保険代理業 6.5 7.2

Thang Long Industrial Park 58.00 ベトナムにおける工業団地の開発・販売・運営・保守 5.8 4.6

その他

住商リース（注5） ※96.73 総合リース（06年3月末は36.21%） 61.8 100.6

（注1）※印を付した会社の持分比率及び持分損益は、他セグメントの持分を含めた全社合計の比率及び金額を表示しています。
（注2）2005年8月1日に住商情報システムと住商エレクトロニクスは合併し、住商情報システムを存続会社とし、住商エレクトロニクスは解散しました。

住商情報システムの前期は、住商エレクトロニクスの持分損益を合算したものです。
（注3）2005年10月1日に住友商事プラスチックは住友商事ケミカル及び住商化学品中部と合併し、住友商事プラスチックを存続会社とし、住友商事ケミカル及び住商化学品中部は

解散しました。なお、住友商事プラスチックは会社名を住友商事ケミカルに変更しました。
住友商事ケミカルの前期は、合併前3社の持分損益を合算したものです。

（注4）住商フルーツの前期及び当期の金額には、事業関連会社の持分損益を含めて記載しています。
（注5）当社、住商リース及び住商オートリースは、2006年10月13日に、三井住友フィナンシャルグループ、三井住友銀リース及び三井住友銀オートリースの3社との間で、両社グルー

プのリース事業及びオートリース事業を共同事業化することについて基本合意しました。
これに伴い、2007年10月をめどに三井住友銀リースと住商リース、また住商オートリースと三井住友銀オートリースはそれぞれ合併する予定です。

メディア・ライフスタイル

ジュピターテレコム 25.74 CATV局の統括運営（06年3月末は25.93%） 52.8 66.2

ジュピターTV 50.00 委託放送事業・番組供給事業 29.9 40.0

エム・エス・コミュニケーションズ ※50.00 移動体通信・固定電話の端末販売・回線販売 20.7 26.2

サミット 100.00 食品スーパーマーケットチェーン 21.4 26.2

住商情報システム（注2） 56.98 システムインテグレーション、IT関連ハードウェア・ソフトウェアの販売、

情報処理サービスの提供（06年3月末は55.73%） 8.4 24.7

モンリーブ ※100.00 ドイツの高級織物ブランドFEILERの総輸入元・企画・販売会社（06年3月末は99.00%）10.6 11.3

住商ドラッグストアーズ 100.00 調剤併設型ドラッグストアチェーン 5.3 3.0

資源・エネルギー

Sumisho Coal Australia 100.00 オーストラリアにおける石炭プロジェクトへの投資 105.2 98.0

SC Minerals America ※100.00 米国・モレンシー銅鉱山/ポゴ金鉱山、チリ・カンデラリア/

オホス・デル・サラド銅鉱山への投資 13.9 48.0

ヌサ・テンガラ・マイニング 74.28 インドネシア・バツヒジャウ銅・金鉱山開発プロジェクトへの投融資 48.7 34.0

エルエヌジージャパン 50.00 LNG（液化天然ガス）事業及び関連投融資 15.0 19.3

Petro Summit ※100.00 原油・石油製品のトレード 6.8 16.6

ペトロサミット・インベストメント 100.00 石油・天然ガス等の探鉱・開発・採取及び販売並びに同種事業に関する投融資 23.6 (56.0)

輸送機・建機

住商オートリース（注5） 100.00 自動車リース（05年4～7月は52.90%、05年8月より100.00%） 43.3 50.4

Oto Multiartha 96.34 インドネシアにおける自動車販売金融 17.2 16.3

Summit Oto Finance ※99.59 インドネシアにおける自動車販売金融（06年3月末は99.70%） 8.6 15.3

Sumisho Aircraft Asset Management ※100.00 航空機リース業務 6.6 2.0
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